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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第86期
第３四半期
連結累計期間

第87期
第３四半期
連結累計期間

第86期
第３四半期
連結会計期間

第87期
第３四半期
連結会計期間

第86期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 10,371,5339,242,1814,433,6963,050,26513,220,196

経常利益 (千円) 3,318,4602,898,9781,188,5721,024,2754,112,137

四半期(当期)純利益 (千円) 1,308,3201,144,806135,147 590,7051,521,696

純資産額 (千円) ― ― 34,956,03336,111,50735,194,008

総資産額 (千円) ― ― 76,932,251105,551,06777,513,632

１株当たり純資産額 (円) ― ― 777.03 802.88 782.38

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 28.65 25.45 2.98 13.13 33.44

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 45.4 34.2 45.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,840,1242,073,622 ― ― 6,546,114

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,569,804△26,273,822 ― ― △5,653,175

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,884,15924,061,748 ― ― △823,885

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,942,6731,487,1141,625,566

従業員数 (名) ― ― 31 34 30

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

  　　 ２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

           りません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重

要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 34

(注) 従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 32

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

　連結会社の主な事業は、土地建物賃貸事業であり、(1)生産実績及び(2)受注実績の該当はありません。

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円） 前年同四半期比(%)

土地建物賃貸事業 2,861,251 △5.7

ビル管理事業 149,307 △17.9

その他の事業 39,706 △96.7

合計 3,050,265 △31.2

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

戸田建設㈱ 1,203,000 27.1 ─ ─

日本中央競馬会 1,073,381 24.2 740,182 24.3

ソフトバンクモバイル㈱ 331,926 7.5 305,711 10.0

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

　(1)　財政状態の分析
当第３四半期連結会計期間末における総資産は105,551百万円となり、前連結会計年度末に比べ28,037百
万円（36.2％）増加しました。主な要因は新規オフィスビルの購入及びウインズ梅田Ｂ館の部分竣工等に
より、有形固定資産が27,188百万円増加したことであります。
　負債合計は69,439百万円となり、前連結会計年度末比27,119百万円（64.1％）増加しました。新規オフィ
スビルの購入資金等の借入により、有利子負債が24,891百万円増加したことが主な要因であります。
　純資産合計は36,111百万円となり、前連結会計年度末比917百万円（2.6％）増加しました。利益剰余金が
582百万円、その他有価証券評価差額金が337百万円増加したことが主因であります。
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　(2)　経営成績の分析
当第３四半期連結会計期間の業績は、既存ビルにおいてテナントの退去がありましたので、売上高は
3,050百万円となり、前年同四半期と比べ1,383百万円（31.2％）の減収となりました。営業利益は1,237百
万円と前年同四半期比44百万円（3.5％）の減益、経常利益は1,024百万円と同164百万円（13.8％）の減益
となりました。しかしながら、特別損失で前年同四半期に計上した固定資産除却損1,429百万円が1,421百万
円減少し、当四半期は７百万円となり、四半期純利益は455百万円増益の590百万円となりました。
　

事業の種類別セグメントの業績(営業利益はセグメント間取引の相殺消去前)は、次のとおりであります。

①土地建物賃貸事業 
　既存ビルにおいてテナントの退去がありましたので、売上高は2,861百万円となり、前年同四半期比
172百万円（5.7％）の減収となりました。しかしながら営業費用の減少により、営業利益は1,273百万
円となり、同138百万円（12.2％）の増益となりました。 
②ビル管理事業 
　設計監理業務の売上高減少により、売上高は149百万円となり、前年同四半期比32百万円（17.9％）の
減収となりました。営業利益は45百万円となり、同18百万円（28.9％）の減益となりました。 
③その他の事業 
　データセンタービルへのテナント入居に伴う建築請負の工事受注が減少したため、当四半期の売上高
は39百万円となり、前年同四半期比1,178百万円（96.7％）の減収となりました。営業利益は３百万円
となり、同153百万円（97.5％）の減益となりました。
　

　(3)　キャッシュ・フローの状況の分析
キャッシュ・フローにつきましては、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高
は1,487百万円となり、前連結会計年度末から138百万円減少しました。当四半期連結会計期間の各キャッ
シュ・フローの状況は、次のとおりであります。
(営業活動によるキャッシュ・フロー)
営業活動から得られた資金は776百万円となり、前年同四半期比153百万円減少しました。税金等調整前
四半期純利益が同791百万円増益となりましたが、営業債務の増減額が同1,206百万円減少したことが主
な要因であります。
(投資活動によるキャッシュ・フロー)
投資活動で得られた資金は164百万円となり、前年同四半期比297百万円減少しました。有形固定資産の
除却に伴う補償金収入が同521百万円減少したことが主な要因であります。
(財務活動によるキャッシュ・フロー)
財務活動で使用した資金は1,630百万円となり、前年同四半期比1,132百万円増加しました。長期借入金
の純減額が同1,039百万円増加したことが主な要因であります。

　

　(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題
当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ
た課題はありません。
　　　
　(5)　研究開発活動
　
該当事項はありません。
　

　(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し
　
当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、世界的な景気低迷に伴う企業業績の悪化や個人消費
の落ち込みによる景気後退に、ようやく下げ止まり感が見受けられようになりました。しかしながら本格的
な景気回復には至らず、企業業績は依然として低調なまま推移しております。不動産賃貸業界におきまして
も、都市部のビル空室率の上昇傾向に鈍化の兆候はあるものの、高い水準のまま推移しており、またテナン
ト誘致競争の激化により賃料水準の低下が続くなど、経営環境は極めて厳しい状況が続いております。
　そうした中、当社グループの当第３四半期末の空室率は6.4％となり、第２四半期末の8.7％より改善しま
したが、前期末の3.7％に比して悪化しております。この間、当社は事業基盤の更なる拡充のため、新たに大
阪の心斎橋でオフィスビルを取得いたしました。また、一昨年７月より休館中のウインズ梅田Ｂ館につきま
しては、計画通り建て替え工事が進捗し、昨年12月から部分的に営業を再開しました。本年３月末には全館
竣工の予定であります。引き続きテナント誘致活動に注力し、空室率の改善を図ることにより、業績の回復
に取り組んでまいります。

EDINET提出書類

京阪神不動産株式会社(E03867)

四半期報告書

 5/25



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

提出会社

　　当第３四半期連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数

（名）建物及び
構築物

その他 合計

ウインズ梅田Ｂ館
(大阪市北区)

　土地建物
　賃貸事業

鉄骨造・一部鉄骨鉄筋コンクリート
造、地上６階、地下１階
（平成21年12月に地上６階を除き、
竣工・引き渡しを受けました。）

4,007,16833,2644,040,433―

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,898,79845,898,798

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式
単元株式数は100株であります。

計 45,898,79845,898,798― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ─ 45,898,798 ─ 7,688,158 ─ 7,060,387

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 921,500

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 44,936,300 449,363 同上

単元未満株式 普通株式 40,998 ― 同上

発行済株式総数 45,898,798 ― ―

総株主の議決権 ― 449,363 ―

(注)　１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株（議決権100個）

　　含まれております。 

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式99株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
京阪神不動産株式会社

大阪市中央区瓦町
四丁目２番14号

921,500 ― 921,500 2.01

計 ― 921,500 ― 921,500 2.01

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 347 399 432 448 500 489 472 435 454

最低(円) 324 334 392 406 434 447 392 364 366

(注)　株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、大同監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,487,114 1,625,566

受取手形及び売掛金 186,365 171,204

その他 851,680 230,303

流動資産合計 2,525,161 2,027,074

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 62,351,540 53,562,812

減価償却累計額 △23,184,800 △21,953,375

建物及び構築物（純額） 39,166,739 31,609,436

土地 53,009,428 31,660,463

建設仮勘定 27,733 1,775,655

その他 605,922 552,292

減価償却累計額 △402,156 △378,883

その他（純額） 203,766 173,409

有形固定資産合計 92,407,667 65,218,963

無形固定資産 35,274 29,629

投資その他の資産

投資有価証券 6,534,516 6,341,716

その他 4,048,447 3,896,247

投資その他の資産合計 10,582,964 10,237,964

固定資産合計 103,025,906 75,486,558

資産合計 105,551,067 77,513,632

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 25,915 25,987

短期借入金 11,095,756 9,603,936

未払法人税等 445,897 513,089

引当金 － 18,072

その他 3,148,451 1,845,910

流動負債合計 14,716,021 12,006,995

固定負債

社債 2,300,000 2,300,000

長期借入金 44,607,079 21,165,606

引当金 214,213 193,588

その他 7,602,246 6,653,433

固定負債合計 54,723,539 30,312,628

負債合計 69,439,560 42,319,623
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,688,158 7,688,158

資本剰余金 7,529,372 7,529,397

利益剰余金 24,124,138 23,541,588

自己株式 △366,413 △363,837

株主資本合計 38,975,254 38,395,307

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,177,499 839,947

土地再評価差額金 △4,041,246 △4,041,246

評価・換算差額等合計 △2,863,747 △3,201,298

純資産合計 36,111,507 35,194,008

負債純資産合計 105,551,067 77,513,632
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 10,371,533 9,242,181

売上原価 6,238,205 5,353,833

売上総利益 4,133,328 3,888,347

販売費及び一般管理費 ※
 525,663

※
 546,482

営業利益 3,607,664 3,341,864

営業外収益

受取利息 3,494 989

受取配当金 130,103 102,489

その他 20,685 19,166

営業外収益合計 154,283 122,645

営業外費用

支払利息 435,815 546,718

その他 7,672 18,812

営業外費用合計 443,487 565,531

経常利益 3,318,460 2,898,978

特別利益

投資有価証券売却益 265 5,108

受取補償金 521,800 －

受取違約金 1,259 34,285

特別利益合計 523,325 39,393

特別損失

固定資産除却損 1,437,413 41,309

投資有価証券売却損 2,648 17,595

投資有価証券評価損 214,518 276,719

不動産取得税及び登録免許税 2,208 675,098

特別損失合計 1,656,788 1,010,723

税金等調整前四半期純利益 2,184,996 1,927,648

法人税、住民税及び事業税 851,610 1,022,828

法人税等調整額 25,065 △239,986

法人税等合計 876,675 782,841

四半期純利益 1,308,320 1,144,806
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 4,433,696 3,050,265

売上原価 2,985,624 1,639,621

売上総利益 1,448,072 1,410,644

販売費及び一般管理費 ※
 166,089

※
 172,960

営業利益 1,281,982 1,237,684

営業外収益

受取利息 584 244

受取配当金 55,100 45,696

その他 3,414 6,049

営業外収益合計 59,099 51,990

営業外費用

支払利息 145,933 249,133

その他 6,576 16,265

営業外費用合計 152,510 265,399

経常利益 1,188,572 1,024,275

特別利益

投資有価証券売却益 － 5,108

受取補償金 515,000 －

受取違約金 － 11,200

特別利益合計 515,000 16,308

特別損失

固定資産除却損 1,429,054 7,697

投資有価証券評価損 59,338 △87,300

不動産取得税及び登録免許税 － 113,602

特別損失合計 1,488,392 33,999

税金等調整前四半期純利益 215,179 1,006,583

法人税、住民税及び事業税 39,234 381,869

法人税等調整額 40,797 34,008

法人税等合計 80,031 415,878

四半期純利益 135,147 590,705
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,184,996 1,927,648

減価償却費 1,326,793 1,492,056

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 31,847 13,236

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,003 7,389

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,320 △18,072

受取利息及び受取配当金 △133,597 △103,478

支払利息 435,815 546,718

長期前払費用償却額 － 15,000

シンジケートローン手数料 － 500

投資有価証券売却損益（△は益） 2,382 12,487

投資有価証券評価損益（△は益） 214,518 276,719

有形固定資産除却損 1,437,413 41,309

受取補償金 △521,800 －

受取違約金 △1,259 △34,285

不動産取得税及び登録免許税 2,208 675,098

営業債権の増減額（△は増加） △1,298,606 △84,510

営業債務の増減額（△は減少） 955,245 △416,312

未収消費税等の増減額（△は増加） 68,859 △415,858

未払消費税等の増減額（△は減少） 279,903 △340,698

小計 4,968,403 3,594,946

利息及び配当金の受取額 133,577 103,458

利息の支払額 △418,085 △532,642

法人税等の支払額 △843,771 △1,092,140

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,840,124 2,073,622

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,948,529 △26,290,843

無形固定資産の取得による支出 △4,725 △26,991

投資有価証券の売却による収入 3,847 86,282

投資有価証券の取得による支出 △99,926 －

長期未払金支払による支出 △42,270 △42,270

補償金による収入 521,800 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,569,804 △26,273,822

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 500,000

長期借入れによる収入 4,000,000 29,800,000

長期借入金の返済による支出 △5,121,267 △5,366,707

建築協力金の返済による支出 △20,709 △20,709

自己株式の売却による収入 3,715 212

自己株式の取得による支出 △333,903 △2,815

配当金の支払額 △511,995 △546,233

シンジケートローン手数料の支払額 － △302,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,884,159 24,061,748

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 386,160 △138,451

現金及び現金同等物の期首残高 1,556,512 1,625,566

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,942,673 1,487,114
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

会計処理基準に関する

事項の変更

　完成工事及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりました

が、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工

事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27

日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約

から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。 

　なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。
 

有価証券の減損処理に基づく評価損の戻入れ処理の変更

　 従来、四半期連結会計期間末に計上した有価証券の減損処理に基づく評価損の戻入れ

については、四半期切放し法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から四半

期洗替え法に変更致しました。これは、昨今の経済環境の著しい悪化に起因する期中での

株式市場の短期的株価変動の影響を排除し、財政状態及び経営成績をより適正に表示する

ためであります。

　なお、これにより、従来の方法によった場合と比較して、当四半期連結累計期間の税金等

調整前四半期純利益は、168,259千円増加しております。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

繰延税金資産及び

繰延税金負債の

算定方法

 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境や一

時差異の発生状況等に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度決算におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日）

前連結会計年度末
(平成21年３月31日）

（偶発債務）

　　同右

（偶発債務）

　当社は、平成19年11月の不動産取引に関し、売却先の㈱

ＭＣＢコーポレーションより平成20年９月５日付けで訴

訟の提起を受けております。

　同社の訴えは、購入した物件の駐車場の一部に利用制限

があることが判明したとして、売買契約の解除による原

状回復（原状回復請求債権額549,474千円）を求めるも

のであります。

　

　

(四半期連結損益計算書関係)
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　役員報酬 77,910千円

　従業員給料及び賞与 212,488千円

　役員退職慰労引当金繰入額 31,847千円

　退職給付費用 8,483千円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　役員報酬 78,750千円

　従業員給料及び賞与 226,802千円

　役員退職慰労引当金繰入額 29,036千円

　退職給付費用 9,648千円

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　役員報酬 26,670千円

　従業員給料及び賞与 70,959千円

　役員退職慰労引当金繰入額 3,315千円

　退職給付費用 2,422千円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　役員報酬 26,040千円

　従業員給料及び賞与 72,657千円

　役員退職慰労引当金繰入額 3,315千円

　退職給付費用 4,257千円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

　　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残

高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

 

現金及び預金 1,942,673千円

現金及び現金同等物 1,942,673千円

　　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残

高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

 

現金及び預金 1,487,114千円

現金及び現金同等物 1,487,114千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 45,898,798

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 921,599

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 292,392 6.50平成21年３月31日平成21年６月25日 利益剰余金

平成21年10月29日
取締役会

普通株式 269,863 6.00平成21年９月30日平成21年12月４日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
土地建物
賃貸事業
(千円)

　ビル管理
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,033,333181,9031,218,4604,433,696 ― 4,433,696

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

240 140,457 ─ 140,697(140,697) ―

計 3,033,573322,3601,218,4604,574,394(140,697)4,433,696

営業利益 1,134,98464,386157,2231,356,594(74,612)1,281,982

(注）１　事業の区分は、売上集計区分によっております。

　　　 ２　各事業の主な内容
　　　　　　(1)土地建物賃貸事業・・・・・・土地建物の賃貸
　　　　　　(2)ビル管理事業・・・・・・建物・機械設備の維持管理、清掃等
　　　　　　(3)その他の事業・・・・・・建築請負、不動産仲介

　　　 ３　その他の事業のうち、建築請負事業の売上高が売上高計の10％を超えておりますが、テナント入居に伴い

           一時的に増収となっておりますので、区分掲記はしておりません。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
土地建物
賃貸事業
(千円)

　ビル管理
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,861,251149,30739,7063,050,265 ― 3,050,265

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

240 144,012 ─ 144,252(144,252) ―

計 2,861,491293,31939,7063,194,518(144,252)3,050,265

営業利益 1,273,14845,773 3,9251,322,846(85,162)1,237,684

(注）１　事業の区分は、売上集計区分によっております。

　　　 ２　各事業の主な内容
　　　　　　(1)土地建物賃貸事業・・・・・・土地建物の賃貸
　　　　　　(2)ビル管理事業・・・・・・建物・機械設備の維持管理、清掃等
　　　　　　(3)その他の事業・・・・・・建築請負、不動産仲介
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
土地建物
賃貸事業
(千円)

　ビル管理
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,546,110476,9271,348,49510,371,533 ― 10,371,533

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

720 419,431 ─ 420,151(420,151) ─

計 8,546,830896,3591,348,49510,791,685(420,151)10,371,533

営業利益 3,511,586156,556185,2373,853,380(245,715)3,607,664

(注）１　事業の区分は、売上集計区分によっております。

　　　 ２　各事業の主な内容
　　　　　　(1)土地建物賃貸事業・・・・・・土地建物の賃貸
　　　　　　(2)ビル管理事業・・・・・・建物・機械設備の維持管理、清掃等
　　　　　　(3)その他の事業・・・・・・建築請負、不動産仲介

　　　 ３　その他の事業のうち、建築請負事業の売上高が売上高計の10％を超えておりますが、テナント入居に伴い

           一時的に増収となっておりますので、区分掲記はしておりません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
土地建物
賃貸事業
(千円)

　ビル管理
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,009,926449,302782,9529,242,181 ― 9,242,181

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

720 430,570 ─ 431,290(431,290) ―

計 8,010,646879,872782,9529,673,471(431,290)9,242,181

営業利益 3,291,012147,154175,0953,613,262(271,398)3,341,864

(注）１　事業の区分は、売上集計区分によっております。

　　　 ２　各事業の主な内容
　　　　　　(1)土地建物賃貸事業・・・・・・土地建物の賃貸
　　　　　　(2)ビル管理事業・・・・・・建物・機械設備の維持管理、清掃等
　　　　　　(3)その他の事業・・・・・・建築請負、不動産仲介

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び
当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに
前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年21月31日)及び
当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年21月31日)

本邦以外の国又は地域に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。
　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び 
当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに 
前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)及び 
当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、ヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 802.88円
　

　 　

　 782.38円
　

　
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 36,111,507 35,194,008

普通株式に係る純資産額(千円) 36,111,507 35,194,008

普通株式の発行済株式数(千株) 45,898 45,898

普通株式の自己株式数(千株) 921 915

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株) 44,977 44,983

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 28.65円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 25.45円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,308,320 1,144,806

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,308,320 1,144,806

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,669 44,979

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 2.98円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 13.13円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 135,147 590,705

普通株式に係る四半期純利益(千円) 135,147 590,705

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,322 44,977
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。

①　決議年月日 平成21年10月29日

②　配当金の総額 269,863千円

③　１株当たりの金額 6円00銭

④　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月４日

京阪神不動産株式会社

取締役会  御中

　

大同監査法人
　

　 　 　
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    布 江 田　　榮　　宏    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    井    筒    敦    司    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京阪

神不動産株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京阪神不動産株式会社及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月３日

京阪神不動産株式会社

取締役会  御中

　

大同監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    井    筒    敦    司    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    布 江 田　　榮　　宏    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京阪

神不動産株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京阪神不動産株式会社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半

期連結会計期間より有価証券の減損処理に基づく評価損の戻入れ処理について、四半期切放し法から四半期

洗替え法に変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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